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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 14,445,308 15,010,693 21,057,248

経常利益 （千円） 537,629 785,232 1,102,584

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 437,826 580,396 681,420

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 768,204 905,694 858,882

純資産額 （千円） 15,483,424 16,413,793 15,574,102

総資産額 （千円） 21,945,471 23,191,715 22,245,867

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 72.98 96.75 113.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.8 63.9 63.0

 

回次
第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.06 46.21

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は雇用情勢の改善など一部に明るい兆しが見えたものの、新興国

や資源国の景気減速や英国のＥＵ離脱問題など海外経済の不確実性の高まりや為替相場の乱高下等により、国内景

気の先行きは不透明な状況で推移しました。

　このような状況のなかで、それぞれ異なる分野で事業活動を展開する当社グループは、各事業部門において積極

的な営業活動とサービスの提供に努めました。その結果、当第３四半期連結累計期間における連結売上高は150億

１千万円（前年同期比103.9％）となり、前年同期に比べ５億６千５百万円の増収となりました。

　また、利益面におきましては、営業利益は７億３千６百万円（前年同期比149.1％）、経常利益は７億８千５百

万円（前年同期比146.1％）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億８千万円（前年同期比132.6％）と

なりました。

 

　セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

○放送事業

　放送事業におきましては、ラジオでは、前年同期を若干下回りましたが、テレビでは主力となる、スポット収

入が、好調に推移したことで、前年同期を上回りました。また、その他の収入においては、グルメイベントな

ど、新たに開催した事業が多数の来場者を集めたことなどで、前年同期を上回りました。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は52億７千６百万円（前年同期比102.2％）となり、営業利益では

４億１千１百万円（前年同期比125.4％）となりました。

○情報処理サービス事業

　情報処理サービス事業におきましては、企業によるＩＴ投資が上向かない中、顧客ニーズに沿った積極的な営

業展開を行うことで、首都圏での大型ソフト開発、公共団体の受託業務拡大や機器導入などを受注し、売上高は

前年同期を上回りました。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は90億３千８百万円（前年同期比105.5％）となり、営業利益は２

億５千３百万円（前年同期比266.2％）となりました。

○建物サービスその他事業

　建物サービスその他事業におきましては、営業部門の保険料収入はネット系保険の影響や個人契約部分を外注

化したことにより減収となりました。施設管理部門では、契約の変更により、受託業務が減少しましたが、設備

更新工事や商業ビルの原状回復工事の受注により増収となりました。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は11億６千２百万円（前年同期比100.8％）となり、営業利益では

７千１百万円（前年同期比101.7％）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は231億９千１百万円となり、前連結会計年度末と比較して９億４千５百

万円増加いたしました。

　資産の部では、流動資産が108億８千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億４千４百万円増加しており

ます。これは主に受取手形及び売掛金が11億３千４百万円、有価証券が３億３千１百万円減少したものの、現金及

び預金が３億７千９百万円、たな卸資産が12億１千６百万円、その他の流動資産が２億１千１百万円増加したこと

などによります。固定資産は、123億７百万円となり、前連結会計年度末に比べて６億１百万円の増加となりまし

た。これは主に有形固定資産が４千５百万円、無形固定資産が７千９百万円、投資その他の資産が４億７千６百万

円増加したことによるものであります。

　負債の部では、流動負債が50億５千５百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億２千５百万円増加しており

ます。これは主に未払法人税等が９千万円、賞与引当金が８千２百万円減少したものの、未払金が４億２千８百万

円増加したことなどによるものであります。固定負債は17億２千２百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億

１千９百万円の減少となりました。これは主に長期借入金が９千５百万円、リース債務が２千３百万円減少したこ

とによります。

　純資産の部では、利益剰余金の増加５億２千７百万円、その他有価証券評価差額金の増加２億６百万円、退職給

付に係る調整累計額の増加５千７百万円、非支配株主持分の増加４千７百万円により164億１千３百万円となり、

前連結会計年度末に比べて８億３千９百万円増加いたしました。以上の結果、自己資本比率は63.9％となり、前連

結会計年度末に比べて0.9ポイントの増加となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,000,000 6,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年12月31日 － 6,000,000 － 300,000 － 5,750

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

800

－
株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,997,600
59,976 同上

単元未満株式
普通株式

1,600
－ 同上

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 59,976 －

（注）１．昭和30年10月１日の新潟大火によって本社全焼により株式諸台帳を焼失し、その後の調査によって株主名簿

を作成しました。現在不明株式は5,040株であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、不明株式5,000株（議決権50個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、不明株式40株が含まれております。

４．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社新潟放送

新潟市中央区川岸町３丁目

18番地
800 － 800 0.01

計 － 800 － 800 0.01

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新宿監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,349,535 4,729,074

受取手形及び売掛金 4,707,614 3,572,883

有価証券 351,480 20,032

商品 138,240 957,879

原材料 19,004 53,944

仕掛品 183,815 545,301

繰延税金資産 357,089 357,142

その他の流動資産 441,825 653,358

貸倒引当金 △8,891 △5,392

流動資産合計 10,539,714 10,884,223

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,676,225 2,644,554

土地 2,430,858 2,430,862

リース資産（純額） 1,351,423 1,295,286

その他（純額） 699,113 832,107

有形固定資産合計 7,157,621 7,202,811

無形固定資産 263,068 343,054

投資その他の資産   

投資有価証券 2,767,802 3,178,402

退職給付に係る資産 776,557 957,633

繰延税金資産 223,024 105,376

その他の投資及びその他の資産 558,456 559,701

貸倒引当金 △40,377 △39,487

投資その他の資産合計 4,285,463 4,761,626

固定資産合計 11,706,153 12,307,492

資産合計 22,245,867 23,191,715

 

EDINET提出書類

株式会社　新潟放送(E04399)

四半期報告書

 8/17



 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

未払金 2,533,251 2,961,615

短期借入金 742,600 807,250

リース債務 522,131 492,272

未払法人税等 199,393 108,566

賞与引当金 423,172 340,329

その他の引当金 76,570 71,370

その他の流動負債 333,155 274,329

流動負債合計 4,830,274 5,055,733

固定負債   

長期借入金 417,400 322,300

役員退職慰労引当金 269,725 277,322

その他の引当金 14,362 －

退職給付に係る負債 213,399 219,787

リース債務 919,043 895,218

その他の固定負債 7,560 7,560

固定負債合計 1,841,491 1,722,188

負債合計 6,671,765 6,777,922

純資産の部   

株主資本   

資本金 300,000 300,000

資本剰余金 5,750 5,750

利益剰余金 13,420,698 13,948,601

自己株式 △524 △554

株主資本合計 13,725,924 14,253,797

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 370,773 577,470

退職給付に係る調整累計額 △77,974 △20,625

その他の包括利益累計額合計 292,799 556,844

非支配株主持分 1,555,377 1,603,151

純資産合計 15,574,102 16,413,793

負債純資産合計 22,245,867 23,191,715
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 14,445,308 15,010,693

売上原価 10,452,035 10,925,176

売上総利益 3,993,272 4,085,517

販売費及び一般管理費 3,499,545 3,349,489

営業利益 493,727 736,027

営業外収益   

受取利息 3,644 3,399

受取配当金 41,948 48,697

受取賃貸料 7,096 7,837

その他 12,697 10,676

営業外収益合計 65,386 70,611

営業外費用   

支払利息 18,983 16,195

その他 2,500 5,211

営業外費用合計 21,484 21,406

経常利益 537,629 785,232

特別利益   

固定資産売却益 9 －

投資有価証券売却益 125 －

ゴルフ会員権売却益 1,851 46

事業構造改善引当金戻入額 52,708 －

アナログ放送設備解体引当金戻入益 － 10,617

その他 582 －

特別利益合計 55,276 10,663

特別損失   

固定資産除却損 1,943 10,430

投資有価証券売却損 － 815

投資有価証券評価損 507 155

貸倒引当金繰入額 100 200

特別修繕費 54,800 －

その他 291 －

特別損失合計 57,642 11,601

税金等調整前四半期純利益 535,263 784,295

法人税等 75,937 143,305

四半期純利益 459,325 640,989

非支配株主に帰属する四半期純利益 21,498 60,592

親会社株主に帰属する四半期純利益 437,826 580,396
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 459,325 640,989

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 287,300 207,356

退職給付に係る調整額 21,578 57,348

その他の包括利益合計 308,879 264,704

四半期包括利益 768,204 905,694

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 746,177 844,441

非支配株主に係る四半期包括利益 22,027 61,252
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　一部の連結子会社は法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月

１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

被保証者 連帯保証額 連帯保証限度額 連帯保証額 連帯保証限度額

㈱新潟放送従業員 37,935千円 （100,000千円） 34,602千円 （100,000千円）

計 37,935 〃 （100,000 〃 ） 34,602 〃 （100,000 〃 ）

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 857,036千円 798,529千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 22,497 3.75 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月13日

取締役会
普通株式 22,497 3.75 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 22,497 3.75 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月14日

取締役会
普通株式 29,996 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 放送事業
情報処理
サービス事
業

建物サービ
スその他事
業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,111,530 8,514,500 819,277 14,445,308 － 14,445,308

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
53,104 56,268 333,852 443,224 △443,224 －

計 5,164,634 8,570,768 1,153,130 14,888,533 △443,224 14,445,308

セグメント利益 327,826 95,241 70,574 493,642 85 493,727

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 放送事業
情報処理
サービス事
業

建物サービ
スその他事
業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,221,150 8,970,263 819,279 15,010,693 － 15,010,693

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
55,229 68,031 343,469 466,730 △466,730 －

計 5,276,380 9,038,294 1,162,749 15,477,424 △466,730 15,010,693

セグメント利益 411,108 253,520 71,804 736,432 △405 736,027

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 72円98銭 96円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 437,826 580,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（千円）
437,826 580,396

普通株式の期中平均株式数（株） 5,999,206 5,999,192

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　第87期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年11月14日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

①　配当金の総額 29,996千円

②　１株当たりの金額 ５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

株式会社新潟放送

取締役会　御中

 

新　宿　監　査　法　人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田　　中　　信　　行　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 壬　　生　　米　　秋　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新潟放

送の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新潟放送及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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